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2024年 3月 No.86 

欧州の企業持続可能性 DD指令（CSDDD）案及び強制労働製品・
流通禁止の規則案に関する近時のアップデート 

弁護士 福原 あゆみ 

1. はじめに 

欧州では、今年に入り、人権・環境リスクに関する重要な法規制のアップデートが相次いでいます。本ニュース
レターでは、日本企業にとっても影響を与えうる、企業の人権・環境デュー・ディリジェンス実施義務化に関する
企業持続可能性デュー・ディリジェンス指令（CSDDD）、強制労働により生産された製品の EU域内での流通及び
EU域外への輸出を禁止する規則案の制定に関するアップデートについて紹介します。 

 

2. 企業持続可能性デュー・ディリジェンス指令（CSDDD） 

(1) CSDDDに関するこれまでの経緯と今後の流れ 

CSDDDは、2023年 12月に EU理事会と欧州議会による企業持続可能性デュー・ディリジェンス指令（CSDDD）
に関する暫定合意がなされたものの（以下「CSDDD暫定合意案」といいます）1、EU加盟国の間で適格過半数を
確保できずに 2024年 2月 28日の EU理事会では否決され、現在の議会任期が終了する前に CSDDDを成立させ
るべく再交渉が行われていました。同年 3 月 15 日、修正された CSDDD 案（以下「修正 CSDDD 案」といいま
す）に基づき EU理事会の常設代表委員会において合意に達した 2ことから、同年 4 月下旬の欧州議会本会議での
採決がなされた後に正式に採択されることが見込まれます。 

 

(2) 修正 CSDDD案の概要 

修正 CSDDD案では、修正案採択までの再交渉の結果、CSDDD暫定合意案と比較すると、以下のとおり対象企
業が限定されています。 
  

 
1 CSDDD暫定合意案の概要については、2024年 1月発行「欧州の人権・環境デュー・ディリジェンスの義務化に向けて～企業持続
可能性デュー・ディリジェンス指令（CSDDD）の欧州議会と EU理事会の暫定合意内容～」（本ニュースレターNo.82）をご参照くだ
さい。 
2 https://www.europarl.europa.eu/news/en/press-room/20240318IPR19415/first-green-light-to-new-bill-on-firms-
impact-on-human-rights-and-environment 
 

https://www.noandt.com/publications/publication20240111-1/
https://www.noandt.com/publications/publication20240111-1/
https://www.europarl.europa.eu/news/en/press-room/20240318IPR19415/first-green-light-to-new-bill-on-firms-impact-on-human-rights-and-environment
https://www.europarl.europa.eu/news/en/press-room/20240318IPR19415/first-green-light-to-new-bill-on-firms-impact-on-human-rights-and-environment
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CSDDD暫定合意案（旧） 修正 CSDDD案（新）3 
EU企業：①従業員数 500名超かつ全世界での年間売
上高 1億 5,000万ユーロ超、又は②従業員数 250名
超かつ全世界での年間売上高が 4,000 万ユーロ超で
あり、ハイリスクセクター4の売上が 50％超 
 
非 EU企業：EU域内の売上高が上記を満たす場合 

EU企業：従業員 1,000名超かつ全世界での年間売上
高 4億 5,000万ユーロ超 
 
非 EU企業（企業グループとして要件を満たす親会社
を含む）：EU域内の年間売上高 4億 5,000万ユーロ
超 5 
 
※ハイリスクセクターに基づく基準については言及
なし（ただし、見直しに関する条項が含まれており、
後日対応される可能性があります） 

 
修正 CSDDD案では、CSDDD暫定合意案と同様に、対象企業のサプライチェーンに対する人権・環境リスクの

デュー・ディリジェンスを求めています。具体的に対象企業に求められる事項としては以下の項目を含みます。 
 人権・環境リスクに関する上流・下流のデュー・ディリジェンスの実施：対象企業は、実際の又は潜在的な人

権・環境リスクを軽減・予防するためのデュー・ディリジェンスを実施することが求められます。人権・環境
リスクには、強制労働、奴隷制度、労働力搾取、生物多様性の損失、環境汚染等が含まれます。また、デュー・
ディリジェンスの範囲は自社のみならず、設計、製造、輸送、供給に従事する上流の取引先と、流通、輸送、
保管に従事する下流 6の取引先を対象としています。 

 利害関係者とのエンゲージメント：人権・環境リスクの特定・軽減等のため、利害関係者とのエンゲージメン
トが求められ、利害関係者が報復を受けることなく参加できるように対応しなければならないことが定めら
れています。 

 第三者に開かれた苦情処理手続：対象企業は、守秘義務を確保した形で、人権・環境リスクに関する情報や懸
念を申告することができる手続を確立することが求められます。 

 気候変動緩和のための移行計画の採用・実施：移行計画には、企業の期限付きの気候変動目標、目標を達成す
るための主要な行動を含めて策定することが求められます。 

 年次報告書の公表：対象企業のウェブサイト上に年次報告書を公表することが求められます。 
 

CSDDD に違反した場合、対象企業は民事責任を負うほか、EU 加盟国の国内法規において、違反企業に対する
制裁金（少なくとも全世界の純売上高の 5%を上限とする）に関する定めを置くものとされています。 

CSDDD遵守までの導入期間については、企業規模（従業員数及び純売上高）に応じて 3年～5年の移行期間が
段階的に設定されています。具体的な移行期間については以下のとおりです。 
 従業員数が 5,000名超及び売上高 15億ユーロ超：3年以内 
 従業員数が 3,000名超及び売上高 9億ユーロ超：4年以内 
 従業員数が 1,000名超及び売上高 4億 5,000万ユーロ超：5年以内 

 
  

 
3 なお、金融機関を対象とするか、またその程度については継続的に論点となっていましたが、修正 CSDDD案でも、金融機関につい
ても自らの業務と上流のサプライチェーンに限ったデュー・ディリジェンス義務が課されています。 
4 繊維・衣料・履物の製造及び卸売業、林業・漁業を含む農業、食品の製造及び原材料農産物の取引、鉱物資源の採掘及び卸売業、関
連製品の製造、建設業といった人権・環境のリスクが高いセクターとして定義されています。 
5 その他、EU域内で独立した第三者企業とロイヤリティを対価とするフランチャイズ又はライセンス契約を締結している EU又は非
EU企業についても、8,000万ユーロ超の年間売上高を有し、そのうちロイヤリティが 2,250万ユーロ超の場合にも適用されます。 
6 製品の廃棄は対象としないものとされています。 
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3. 強制労働 

EU 理事会と欧州議会は、2024 年 3 月 5 日、強制労働により生産された製品の EU 域内での流通及び EU 域外
への輸出を禁止する規則案について暫定合意に達したと公表しました 7。本規則案は、2022 年 9 月に欧州委員会
から公表されており 8、その後審議・検討がなされていたものです。今後、暫定合意がなされた規則案（以下「暫
定合意規則案」といいます）については、EU 理事会と欧州議会による採択がなされた後、加盟国は規則発行日か
ら 3 年以内に新規則の適用を開始することが見込まれます。今後の審議過程において変更がなされる可能性があ
るものの、暫定合意規則案の概要は以下のとおりです。 
 製品の流通禁止・市場からの排除：強制労働により生産された製品の EU市場での流通及び EU市場からの輸

出を禁止する目的のため、当局が、製品が強制労働により採掘、生産、製造等がなされた疑いがある製品につ
いて調査を実施し、強制労働が判明した場合、EU域内で生産されたものか EU域外から輸入されたものかに
関わらず、その製品の流通を禁止し、EU市場から排除することを可能にしています（生産者が事業やサプラ
イチェーンから強制労働を排除した場合には、当該製品を再度 EU市場に戻すことが可能とされています）。 

 リスクベース・アプローチ：強制労働の規模と深刻さ（国家による強制労働が懸念されるかを含む）、EU域内
で流通される製品の数量、最終製品に占める強制労働で製造されたと思われる部品等の割合、サプライチェ
ーンにおける強制労働リスクと事業者の影響力の近接性に基づくリスクベース・アプローチがとられていま
す。 

 輸出入に関する追加情報の提出：欧州委員会は、指定する製品に関し、輸出入業者に製品の製造業者やサプラ
イヤー等の追加情報の提出を求めることができるとされています。 

 管轄当局：EU 域外については欧州委員会が管轄を有し、EU 域内では各国当局が調査を担当するとされてお
り、この点は、2022年 9月に欧州委員会から公表された原案では基本的に各国当局が調査を担当するとされ
ていた枠組みから変更が加えられたものになります。また、欧州委員会は強制労働が存在する地域等に関す
る情報を含むデータベースを構築するものとされており、これが調査開始の必要性を評価する基準となるこ
とが見込まれます。 

 

4. おわりに 

CSDDD及び強制労働により生産された製品の EU域内での流通及び EU域外への輸出を禁止する規則案が企業
に求める措置は広範ですが、いずれもリスクベース・アプローチをとるものであり、人権・環境リスクが高いコ
アな部分について先行して取組を進めることが有用と思われます。 
なお、欧州ではグリーンウォッシュに関する規制も強化されており、この点については改めて本ニュースレタ

ーで紹介する予定です。 
 
 

 
7 https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2024/03/05/council-and-parliament-strike-a-deal-to-ban-
products-made-with-forced-labour/ 
8 2022年 9月発行「日本政府による人権 DDガイドラインの公表及び EUにおける強制労働製品の EU域内での流通を禁止する規則
案の公表」（本ニュースレターNo.68）をご参照ください。 

https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2024/03/05/council-and-parliament-strike-a-deal-to-ban-products-made-with-forced-labour/
https://www.consilium.europa.eu/en/press/press-releases/2024/03/05/council-and-parliament-strike-a-deal-to-ban-products-made-with-forced-labour/
https://www.noandt.com/publications/publication20220927-1/
https://www.noandt.com/publications/publication20220927-1/


 

- 4 - 

 

Ⓒ 2024 Nagashima Ohno & Tsunematsu 
 

[執筆者] 
福原 あゆみ（長島・大野・常松法律事務所 弁護士 パートナー） 
ayumi_fukuhara@noandt.com 
法務省及び検察庁での経験を活かし、企業の危機管理及びグローバル調査を主な業務分野とし
ている。国内外の規制当局が関与するクロスボーダーの複雑な調査を取り扱うほか、ビジネス
と人権（BHR）に関するアドバイスをはじめとするコンプライアンス体制構築の支援も多数行
っている。経済産業省「サプライチェーンにおける人権尊重のためのガイドライン検討会」委
員（2022年）。主な著書に『基礎からわかる「ビジネスと人権」の法務』（中央経済社）。日本
経済新聞社の 2023年「企業法務税務・弁護士調査」のビジネスと人権分野にて第 2位に選出
（企業選出・総合選出）。 

 
  

本ニュースレターは、各位のご参考のために一般的な情報を簡潔に提供することを目的としたものであり、当事務所の法的アド
バイスを構成するものではありません。また見解に亘る部分は執筆者の個人的見解であり当事務所の見解ではありません。一般
的情報としての性質上、法令の条文や出典の引用を意図的に省略している場合があります。個別具体的事案に係る問題について
は、必ず弁護士にご相談ください。 
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コンプライアンス・アセスメントのご案内 
当事務所の危機管理・コンプライアンスチームでは、事業環境を踏まえ企業のコンプライアンスリスクを
分析した上、社内規程その他のコンプライアンス体制の改善に向けたアドバイスを提供するコンプライア
ンス・アセスメントをご提供しています。対象とする分野を限定した初期的なアセスメントを実施するこ
とも可能です。 
 
役員研修、コンプライアンス研修等のご案内 
当事務所の豊富な実務経験を活かした実践的な研修プログラムを各種実施しています。最近の不祥事事件
からの教訓や、コーポレートガバナンスコード対応を含む最新の法令動向を踏まえ、各社のニーズに沿っ
た内容とさせて頂いています。 
 
ご興味をお持ちの場合や、さらに詳しい情報を知りたい場合は、遠慮なく下記編集者までお問い合わせく
ださい。 

 www.noandt.com 
 
〒100-7036 東京都千代田区丸の内二丁目 7番 2号 ＪＰタワー 
Tel: 03-6889-7000（代表）  Fax: 03-6889-8000（代表）  Email: info@noandt.com 
 

長島・大野・常松法律事務所は、約 600名の弁護士が所属する日本有数の総合法律事務所であ
り、東京、ニューヨーク、シンガポール、バンコク、ホーチミン、ハノイ、ジャカルタ*及び上
海に拠点を構えています。企業法務におけるあらゆる分野のリーガルサービスをワンストップで
提供し、国内案件及び国際案件の双方に豊富な経験と実績を有しています。 
（*提携事務所） 

NO&T Compliance Legal Update ～危機管理・コンプライアンスニュースレター～の配信登録を希望される場合には、
<https://www.noandt.com/newsletters/nl_compliance/>よりお申込みください。本ニュースレターに関するお問い合わせ等
につきましては、<newsletter-compliance@noandt.com>までご連絡ください。なお、配信先としてご登録いただきましたメー
ルアドレスには、長島・大野・常松法律事務所からその他のご案内もお送りする場合がございますので予めご了承いただけますよ
うお願いいたします。 

[編集者] 
垰 尚義  パートナー 眞武 慶彦 パートナー 
takayoshi_tao@noandt.com yoshihiko_matake@noandt.com 
 
工藤 靖  パートナー 福原 あゆみ パートナー 
yasushi_kudo@noandt.com ayumi_fukuhara@noandt.com 
 
深水 大輔 パートナー 辺 誠祐  パートナー 
daisuke_fukamizu@noandt.com tomohiro_hen@noandt.com 

https://www.noandt.com/
mailto:takayoshi_tao@noandt.com
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